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認知症国家戦略に関する国際会議 (2 0 1 3 年2 月 東京)

地域ケアの
戦略的強化

行動心理症状に対し
て有効な心理・社会
的アプローチ

施設のみならず在宅
でも有効かつ普及
可能なケアアプロー
チ

主催:東京都医学総合研究所



施設・在宅の双方にて有効な
BPSDケアプログラムの必要性

• BPSD：妄想、幻覚、興奮、異常な運動行動、うつ、無気力など

Mitchell SL et al., N Engl J Med (2009) 361 (16): 1529-1538
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• 認知症の人は居場所が変わるとダメージを受けやすい
(reloca tion damag e)

● 認知症の人の8 0 -9 0 % が経過のどこ かで経験する

● 在宅生活が困難になり 、 入院・ 入所のリ スク が高まる

● 身体や認知機能の低下、 死亡リ スク の上昇

● 住み慣れた場所で行動・ 心理症状にいかに対応でき るかが重要

• 抗精神病薬による死亡リスクの上昇

● 第一選択と し てのケアによるアプロ ーチ



今後のあるべき対応

これまでの対応

■アンメットニーズを満たす

個別化されたケア

■目に見える「行動」を抑える
抗精神病薬・居所移動

欧州緩和ケア学会・認知症緩和ケア提言（2013）

行動・ 心理症状の背景にあるアン メ ッ ト ニーズへの対応



日本版BPSDケアプログラムの開発・効果検証・普及
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「効果」と「普及性」を両立したケアプログラム

◆ スウェーデンBPSDレジストリ（BPSDケアプログラム）

2 0 1 0 年 スウェーデンで開始

2 0 2 2 年6 月 2 8 8 /290 市で導入

7 4 5 8 施設・事業所が利用

9 8 ,5 5 4 名の利用者登録

デンマーク、オランダ、中国などでも導入
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日本版BPSDケアプログラムの開発 （東京都事業）

◆ 日本版BPSDケアプログラムの開発

◇ スウェーデン・ルンド大学の支援・協力

◇ 日本の介護・医療関係者の意見を踏まえた改編

＜ 日本版BPSDケアプログラム開発チーム＞

進藤 由美先生
国立研究開発法人国立長寿医療研究センター企画戦略局

宮本 有紀先生
東京大学 大学院医学系研究科 精神看護学分野 准教授

今井 康明氏
株式会社すずらん 代表取締役

井上 信太郎氏
有限会社心のひろば 代表取締役

弓狩 幸生氏
医療法人社団福寿会 在宅総合支援センターふくろう 所長

東京都医学総合研究所 心の健康プロジェクト
西田 淳志、 中西 三春、 廣岡 佳代、遠藤 香織

遠矢 純一郎先生
医療法人社団プラタナス 桜新町アーバンクリニック 院長

上野 秀樹先生
千葉大学医学部附属病院 患者支援部 特任准教授

高野 洋輔先生
医療法人社団リカバリー こころのホームクリニック世田谷 院長



日本版BPSDケアプロ グラ ム（ プロト タ イ プ） の開発

研修（２日間） 臨床現場での実践を支える
オンラインシステム

＋
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オンラ イ ンシステムで見える化する



【 ポイ ント 1 】 行動・ 心理症状を不可解な問題行動と みない

⇒  行動の背景にあるアンメ ッ ト ニーズをみつけ対応する

【 ポイ ント ２ 】 バラ バラ な視点でバラ バラ な対応をし ない

⇒  統一し た視点（ 仮説） をも っ て「 チーム」 で統一し たケア
を徹底する

【 ポイ ント ３ 】 ケアのやり っ ぱなし をし ない

⇒「 チーム」 での試行錯誤のプロセスを構造化する（ PDCA)
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ケアプログラ ム： ３ つのポイ ント



PDCA： ４ つのステッ プ
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Cluster Randomized Controlled Trial (n=283)
CONSORT Flow Diagram (UMIN000021966)

Nakanishi & Nishida et al. Int J Geriatr Psychiatry, 2018. 12



６ か月後の行動心理症状
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初回 最終
介入群
対照群Δ7.2

Δ0.8

群間で減少幅に統計的有意差あり※

※以下の影響を調整した最終モデルの効果量 4.0点（95%信頼区間1.3-6.7）:利用者の年齢、性別、認
知症の種類、ベースラインのADL・認知機能・行動心理症状、痛み、薬の処方、事業所の種類
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介
入
前
後
の
行
動
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ケアプログラムを実施した介入群は、通常ケアの対照群に
比べて、NPI（行動心理症状）得点の減少幅が大きかった

Nakanishi & Nishida et al. Int J Geriatr Psychiatry, 2018.



Alistair Burns（University of Manchester）
“This study is a behavioral analytic approach to behavioral and psychological 
symptoms of people with dementia receiving care at home, and is a very well 
structured and advanced study. The program's significant reduction in psycho-
behavioral symptoms after 6 months has great implications for the future care that 
people with dementia receive. The authors are to be commended for carrying out 
robust and practical research.”
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在宅および施設での追加検証（千葉・埼玉・神奈川）
（令和元年度厚生労働省老健事業）
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【東京都医学総合研究所 老健事業メンバー】

・鴻江 圭子氏
特別養護老人ホーム白寿園施設長
公益社団法人全国老人福祉施設協議会副会長

・佐々木 薫氏
社会福祉法人仙台市社会事業協会副会長
公益社団法人日本認知症グループホーム協会副会長

・進藤 由美先生
国立研究開発法人国立長寿医療研究センター企画戦略局
（ 併）企画経営部認知症・在宅医療推進課リサーチコーディネーター

・服部 真治氏 
一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会
医療経済研究機構研究部主任研究員兼研究総務部次長

・濵田 和則氏
公益社団法人大阪介護支援専門員協会会長
一般社団法人日本介護支援専門員協会副会長

・山越 孝浩氏 
特定非営利活動法人
全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会事務局長



在宅および施設での追加検証（千葉・埼玉・神奈川）
（令和元年度厚生労働省老健事業）
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在宅でも 施
設でも 十分
な効果あり
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エビデンスの国際的な発信



国際的な状況

• 一定の質基準を満たす在宅の認知症ケアプログラムは
2 0 1 9 年時点で世界に８件のみ

• アジアでは１件： 日本版BPSＤケアプログラム
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認知症BPSDケアプログラ ムの社会実装

2 0 1 8～2 0 2 0年 全都普及に向けた施策化（ 東京都・ 実行プラ ン）
社会実装研究の開始： コ ロナ禍にてオンラ イ ン研修システムの開発

2 0 2 0～2 0 2 1年 新型コ ロナ流行にと も なう 研修方式の変更
オンラ イ ン研修の効果検証研究

◆ e-ラーニング（4時間）

◆ zoom フォローアップ①（2時間）

◆ zoom フォローアップ②（2時間）

Nakanishi & Nishida et al., JMIR Medical Education, 2021
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効果のある形で普及するためには、
２ 回のZOOM フ ォ ローアッ プ研修が重要
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2 0 2 5 年に向けて全都普及

都内 ４５ 自治体 に普及

1,211名 の実践者 養成

２０２3年度までの 普及実績

オンライン研修会の様子

インストラクター

50名 を 養成

オンライン化により離島
からも参加可能となる



2018.02.08 東京新聞

2018.04.29 毎日新聞

2018.05.25 日本経済新聞2018.09.05 朝日新聞
2019.01.10 NHK 総合
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介護報酬化（ 認知症チームケア推進加算）

現状： 施設サービスが対象
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さ ら なる普及に向けて

■ 地域・ 在宅サービスへの普及強化

■ 「 効果のある形」 で介護現場に普及・ 定着さ せる

• フ ォ ロ ーアッ プ研修の開催回数を 増やす

• イ ンスト ラ ク タ ーの養成を さ ら に推進する

• イ ンスト ラ ク タ ーによる実地支援を 強化する

• 「 効果」 の継続的なモニタ リ ングを 行う
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